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本書のねらい
　政府は，財源を活用して公共サービスを供給することで，住民の便益を高め
ることを目的としている．政府がその最終目標を持続可能なかたちで実現して
いくためには，効率的な政府活動とそれに対する評価が不可欠である．
　政府活動に関わる効率性には，供給された公共サービスが住民にとっての便
益を最大化しているかを問う「資源配分の効率性」と公共サービスが最小費用
で生産されたかを問う「費用効率性（経済効率性）」の 2 つの側面がある．前
者は，公共サービス産出量（アウトプット）と便益（アウトカム）の関係，後
者は，財源・費用（インプット）と公共サービス産出量（アウトプット）との
関係で表される．
　公共経済学では，従来，資源配分の効率性の分析が中心であり，政府は最小
費用で公共サービスを供給する主体であると暗黙裡に仮定されてきた．しかし，
公共部門には，民間部門よりも費用最小化へのインセンティブが働きにくく，
また民間組織と同様に政府も一枚岩の組織ではなく，政治家，官僚機構および
利益集団が費用最小化とは異なるそれぞれの目的を持って行動すると考えられ
るようになったため，供給サイドの費用効率性（経済効率性）への関心が高ま
るようになった．
　しかしながら，政府の費用関数を推定し，費用非効率性を測定するために必
要な公共サービスのアウトプットデータが存在しないことから，研究の進展が
妨げられてきた．わが国の地方財政の非効率性に関する研究においても，政府
の費用関数の推定が困難なことから研究自体が限られ，また，アウトプットデ
ータが得られたとしても，単年度のクロスセクション分析に限定されたり，研
究対象も地方交付税制度の財政規律弛緩効果の検証等に限定されていた．
　そこで，本書は，最小費用で公共サービスが生産されたかどうかを問う「費
用効率性」を分析対象として，地方公共サービスのアウトプットデータの構築，
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わが国の地方財政における費用非効率性の規模の把握，非効率性の規定要因の
検証という，3 つの点から，地方財政の効率性に関する研究に貢献することを
目的にしている．
　第 1 に，費用関数の推定に不可欠なアウトプットデータ（地方公共サービス
水準データ）を独自に構築することによって，パネルデータを用いた地方公共
サービスの費用関数を推定する．
　第 2 に，パネルデータを用いた確率フロンティア費用関数を推定することに
よって，わが国の地方財政における非効率性の規模を包括的に計測する．費用
非効率性の計測手法には，包絡分析などのノンパラメトリック・アプローチと
パラメトリック・アプローチがある．前者は非効率性の計測が容易であるもの
の，非効率性に関する経済学的な解釈や統計的有意性に関する仮説検定が困難
なこと，生産過程におけるランダムなショックがすべて非効率性に含まれてし
まうといった課題がある．これらの課題を改善するために，本書では，計量経
済手法である確率フロンティア分析を用いて，確率フロンティア費用関数から
確率費用フロンティアを推定し，費用非効率性を計測するパラメトリック・ア
プローチを採用している．
　第 3 に，Battese and Coelli（1995）の確率フロンティアモデルを用いること
によって，わが国の地方財政における非効率性の規定要因を多面的に検証する．
　具体的には，まず，地方交付税制度の財政規律弛緩効果に関するこれまでの
研究を発展させるために，地方自治体の将来債務に係る国負担（地方債現在高
に係る基準財政需要額算入見込額）の効率性への影響と合併自治体における合
併算定替の効率性への影響を検証する．つぎに，2009 年度から施行された地
方財政健全化法が地方財政の効率性に与えた影響を検証する．地方財政健全化
法と地方財政の効率性との関係を分析した研究はこれまで存在していなかった．
さらに，地方自治体の政治環境が地方財政の効率性に与える影響を検証する．
わが国では地方自治体の政治環境についても，地方財政の効率性との関係を分
析した研究が存在していなかった．わが国の地方政治では，首長選挙（市長選
挙の 25％，町村長選挙の 50％ 弱）や議会議員選挙で無投票による当選が常態
化しており，投票を通じた住民の政治参加や監視の機会が奪われている．地方
政府の効率性を扱った海外の研究によれば，選挙における政治的競争と住民の
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政治参加が地方政府の効率性の改善に寄与するという結果が示されている
（Borge et al. （2008）, Geys et al. （2010）, Ashworth et al. （2014）等）．公共選択論
によれば，投票を通じた住民の政治参加・監視の機会の欠如や政治家間の競争
の欠如は，再選機会を損なうことなく，政治家に機会主義的に私的利益を追求
する機会を与え，財政を放漫化させる（Stigler （1972）, Wittman （1989）等）．そ
のため，わが国の地方選挙における無投票当選の常態化は住民の政治参加の停
滞を通じて，地方財政の効率性を低下させる可能性がある．

　今日の地方財政に目を向けると，地方債残高が減少しているだけでなく，健
全化判断比率で見た財政状況は確実に健全化に向かっている．その一方で，地
方財政計画における地方財源不足額は解消される見通しが立たず，地方財源対
策として講じられた臨時財政対策債の残高は確実に増加している．地方交付税
の代替財源である臨時財政対策債は，今日の地方財政運営を維持するための財
源を借金によって確保し，将来に負担を先送りする制度である．そのため，今
日の地方財政の健全化は，国負担を増やすことや，将来に負担を先送りするこ
とで成り立っているといえる．このように足元の財政状況を改善するために，
財政負担を将来に先送りする地方財政構造は持続可能ではない．地方財源不足
額を解消し，持続可能な地方財政を実現するには，地方財政の効率化が喫緊の
課題である．
　2020 年になって世界を襲った未曽有の災禍は，地方自治体が置かれた環境
や財政状況を一変させてしまう可能性がある．本書は，著者が 2014 年から
2018 年にかけて行った研究成果を中心にまとめたものであるため，災禍がも
たらす変化や最新の情勢が反映されていない．ただし，どのような環境にあっ
ても，政府活動における効率性の改善が放棄されることは許されるものではな
く，むしろ，持続可能な政府活動のためには，効率化はより重要性を増すこと
になる．

本書の構成
　本書は終章までの全 9 章で構成されている．
　第 1 章では，今日の地方財政の現状と課題を明らかにする．具体的には，地
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方財政の健全化が地方債務の国依存と将来への先送りを生む地方財政構造によ
ってもたらされている実態と効率化の必要性を指摘する．
　第 2 章では，地方政府（地方財政）の効率性に関する経済学的研究を整理し
たうえで，本書の地方財政研究上の位置づけを明確にする．具体的には，第 2
節では，まず，本書で扱う費用非効率性の経済学的概念を明らかにする．つい
で確率費用フロンティアモデルと費用効率性の推定方法について説明する．第
3 節では，政府間補助金制度と政治的要因の 2 つの点から，地方政府の効率性
に関する国内外の先行研究の内容を整理する．第 4 節では，本書の地方財政研
究上の位置づけを明確にする．
　続いて，3 部に分けて，本書の目的である地方財政における費用非効率性の
規模とその規定要因を明らかにする．
　第 1 部は，地方財政健全化法が地方財政の効率性に与える影響を取り上げる．
そのために，まず，第 3 章では，地方財政健全化法とその下での地方自治体の
財政状況を明らかにする．具体的には，第 2 節において，地方財政再建法が抱
えていた問題点と地方財政健全化法における改善点を明らかにする．第 3 節で
は，健全化判断比率が早期健全化基準を超えた 22 自治体の財政健全化の実態，
さらに健全化判断比率で見た 2007 年度から 2018 年度までの地方自治体の財政
状況を都道府県，市町村別に明らかにする．第 4 章では，地方財政健全化法が
地方財政の効率性に与えた影響を分析する．具体的には，第 2 節において，地
方財政再建法下と地方財政健全化法下での先行研究を整理する．第 3 節では，
健全化法下で健全化判断比率が悪化した自治体ほど，地方公共サービス供給の
効率性を改善させたかどうかを確率フロンティア分析によって検証する．
　第 2 部では，地方交付税制度が地方財政の効率性に与える影響を取り上げる．
　第 5 章と第 6 章は，地方交付税制度の財政規律弛緩効果に関するさらなる研
究の発展を目的としている．まず，第 5 章では，地方交付税制度の財政規律弛
緩効果をストック面から捉え，地方自治体の債務負担と地方財政の効率性との
関係を分析する．そのために，第 2 節では，将来負担比率の算定式の項目を見
ることで，都市自治体の債務負担の構造（地方と国がどの程度地方債務を負担
するか）を明らかにする．第 3 節では，債務を国負担等に依存する割合が大き
い自治体ほど，財政規律を弛緩させたかどうかを確率フロンティア分析によっ
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て検証する．つぎに，第 6 章では，地方交付税制度の合併算定替と地方財政の
効率性との関係を分析する．そのために，第 2 節では，合併算定替の概要を述
べるとともに，合併自治体にとって合併算定替によって増加した地方交付税が
どの程度の規模であったのかを標準財政規模に対する割合で明らかにする．第
3 節では合併算定替によって増加した普通交付税依存率が合併自治体の財政規
律を弛緩させたかどうかを確率フロンティア分析によって検証する．
　第 3 部では，政治的競争が地方財政の効率性に与える影響について取り上げ
る．
　地方政府の効率性を扱った海外の研究によれば，選挙における政治的競争と
住民の政治参加が地方政府の効率性の改善に寄与するという結果が示されてい
る．わが国の地方財政分野には，政治環境が地方歳出や財政赤字等に与える影
響を分析した多数の研究蓄積があるが，地方財政の効率性に与える影響はこれ
まで分析されていない．そのため，まず，第 7 章では，地方自治体の首長選挙
を対象にして，住民の政治参加の機会を奪う無投票当選の規定要因を分析する．
そのために，第 2 節では，過去 24 年間の地方自治体の首長選挙における無投
票当選の実態を明らかにする．第 3 節では市区長選挙における無投票当選の発
生要因を，都道府県レベルの影響を考慮するマルチレベルロジット分析によっ
て検証する．つぎに，第 8 章では，政治的競争が地方財政の効率性に与える影
響を分析する．そのために，第 2 節において，政治的分極度と政治的競争に関
する地方財政分野の先行研究を整理する．第 3 節では，市長選挙における政治
的競争が地方財政の効率性に与える影響を確率フロンティア分析によって検証
する．
　終章では，まず，わが国の地方財政における非効率性の規模や非効率性の規
定要因に関する分析結果をまとめる．つぎに，地方財政効率化のためのマクロ
の改革として，自主財源比率を引き上げる交付税制度改革等の必要性，地方財
政効率化のための地方行政の現場（ミクロ）の改革として，政策評価の重要性
を提言する．
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